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介護予防・日常生活支援総合事業

訪問型・通所型サービスA

（緩和した基準）について検討

ゆめ はまちゃん
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介護予防・日常生活支援総合事業 サービスの類型

①訪問型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活支
援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース
○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース
（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障がある
症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービ
スが特に必要な者 等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利
用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース
・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース

※3～6ケ月の短期間で行う 訪問型サービスＢ
に準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村）

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村
は、サービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。そこで、地域における好事例を踏
まえ、以下のとおり、多様化するサービスの典型的な例を参考として示す。
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

① 通所介護 ② 通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③ 通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④ 通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス
運動・レクリエーション 等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム

対象者と
サービス提
供の考え
方

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース
○「多様なサービス」の利用が難しいケース
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進してい
くことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等

※3～6ケ月の短期間で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた独自の基準

サービス
提供者（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者

＋ボランティア
ボランティア主体

保健・医療の専門職
（市町村）

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。

③その他の生活支援サービス

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪
問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一
体的提供等）からなる。 3
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桑名市の「介護予防・日常生活支援総合事業」

「サポーター」の「見える化」・創出 「通いの場」の「見える化」・創出「短期集中予防サービス」の創設

「栄養いきいき訪問」

「お口いきいき訪問」

「くらしいきいき教室」

「えぷろんサービス」

「おいしく食べよう訪問」

「『通いの場』応援隊」

「地域生活応援会議」を活用した
「介護予防ケアマネジメント」の充実

「エビデンス」に基づく
健康増進事業と一体的な介護予防事業の展開

管理栄養士が訪問栄養食事指導を提供。

歯科衛生士が訪問口腔ケアを提供。

リハビリテーション専門職が
アセスメント及びモニタリングに
関与しながら、医療・介護専門職等が
通所による機能回復訓練等と
訪問による生活環境調整等とを
組み合わせて一体的に提供。

シルバー人材センターの会員が
訪問による掃除、買物、外出支援、
調理、洗濯、ゴミ出し、話し相手等を提供。

食生活改善推進員が
訪問による食事相談、献立相談、
調理相談、体重測定等を提供。

ボランティアが
日常生活圏域の範囲内で
「シルバーサロン」又は「健康・ケア教室」の
利用のための移動支援を提供。

「シルバーサロン」

「宅老所」等において、
地域住民が相互に交流する機会を提供。

「健康・ケア教室」

地域住民に開放される
「通いの場」を対象として、
地域住民を主体として
運営された実績に応じ、
リハビリテーション専門職等を派遣。

「健康・ケアアドバイザー」

事業所において、地域交流スペース等を
活用するとともに、医療・介護専門職等と
ボランティアとで協働しながら、
介護予防教室を開催するなど、
地域住民が相互に交流する機会を提供。

○ 「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいき・くわな』」に基づく
データ等を活用。
○ 「桑名ふれあいトーク」、
「桑名いきいき体操自主グループ活動スタート応援事業」等を実施。
○ 「高齢者サポーター養成講座」、
「桑名いきいき体操サポーター養成講座」等を開催。

○ 「桑名市介護支援ボランティア制度」を実施。

○ 桑名市地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体になって、
要介護・要支援認定又は「基本チェックリスト」該当性判定の
申請及びそれに関する相談を受付。

○ 桑名市地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体となって、
「地域生活応援会議」を活用して「介護予防ケアマネジメント」を
実施。

従前の介護予防
訪問介護に相当する
訪問型サービス
（平成２７～２９年度）

従前の介護予防
通所介護に相当する
通所型サービス
（平成２７～２９年度）
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桑名市のサービス類型
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サービス
種別

現行相当訪問介護

訪問型サービスＢ
えぷろんサービス
(住民主体による

支援)

訪問型サービスB
おいしく食べよう訪問
(住民主体による

支援)

訪問型サービスC
栄養いきいき訪問
(栄養サービス)

訪問型サービスC
お口いきいき訪問
(口腔サービス)

訪問型サービスD
『通いの場』応援隊

(移動支援)

事業
内容

現行の介護予防
訪問介護に準ずる

日常生活支援（掃除・
洗濯・調理・買い物・外
出支援・話し相手等）

生活援助（食事相談・
献立相談・調理指導・
体重測定）

管理栄養士が個人に
応じた栄養改善プログ
ラムを作成し、実施す
る

歯科衛生士等が個人
に応じた口腔機能の向
上プログラムを作成し、
実施する

介護予防・生活支援
サービスと一体的に提
供される移動支援及び
前後の生活支援。通い
の場（通所B）への移動
支援

サービス提
供事業者

指定居宅サービス
事業所

シルバー人材
センター

食生活改善推進
協議会

三重県地域活動
栄養士連絡協議会

桑名支部
歯科衛生士会 住民

サービス
種別

現行相当通所介護
通所型サービスＢ
健康・ケア教室

(住民主体による支援)

通所型サービスB
シルバーサロン

(住民主体による支援)

通所型サービスC
(短期集中予防サービス)

事業
内容

現行の介護予防通所
介護と同様

送迎を伴わない運動、栄養、口腔、認知等に関する予
防教室の開催
① 1時間／回以上かつ1回／週以上の開催 延べ３０
人／月以上の参加
② 医療機関又は介護事業所に配置された専門職の兼
任（高齢者サポーター・認知症サポーター養成講座など
を修了したボランティアの補助を受けても差し支えない）
③ 医療機関又は介護事業所における地域交流スペー
スの活用
④ 地域住民に対する開放

①1時間／回以上かつ1回／月以上の
開催
②５人／回以上かつ３０人／月以上の
参加者
③送迎を伴わない
④高齢者サポーター養成講座などを修
了したボランティアの参加

茶話、体操、レクリエーション、認知予防

通所時のみならず在宅時にも生活
機能の向上を実現するための短期
集中的な機能訓練、環境調整等の
実現

サービス提
供事業者

指定居宅サービス
事業所

介護事業所
医療機関等

地区社協主催の
宅老所、まめじゃ会、ふれあいサロン

公募で選定した指定居宅
サービス事業所

訪問型サービス

通所型サービス

訪問型・通所型とも
サービスＡはまだない！

ただし、必ずしもすべての類型
をそろえなければいけない
というわけではない。
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多様なサービスの必要性は？
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一般高齢者 要支援者

（介護保険法第２条第４項及び第５条第３項）（介護保険法第２条第２項及び第５条第３項）

「桑名市地域包括ケア計画」の基本理念

在宅サービス 施設サービス要介護者

身近な地域での
多様な資源の「見える化」・創出

多職種協働による
ケアマネジメントの充実

施設機能の地域展開

『地域ケア会議』
『在宅医療・介護
連携推進事業』

『認知症施策推進事業』

『従来の在宅サービスと
異なる内容の

新しい在宅サービス』

『介護予防・日常生活支援
総合事業』

『生活支援体制整備事業』

介護予防に資する
サービスの提供

在宅生活の限界点を
高めるサービスの提供

健康の保持増進 能力の維持向上

セルフマネジメント（「養生」）

（介護保険法第４条第１項）

高齢者の尊厳保持・自立支援
（介護保険法第１条）
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身近な地域での多様な資源の「見える化」・創出

「サポーター」（地域住民）

高齢者サポーター、民生委員、食生活改善推進員、
シルバー人材センター、ボランティアグループ、民間事業者等

生活機能の向上
（運動、栄養、口腔、認知等）

「見える化」
・創出

専門職が専門的な
サービスの提供に

集中する

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）

高齢者が介護保険を
『卒業』して地域活動に
『デビュー』する

「見える化」
・創出

短期集中予防サービス
（専門職）

保健師、看護師、管理栄養士、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
歯科衛生士、社会福祉士、介護福祉士、
訪問介護員等

通所介護
（専門職）

訪問介護
（専門職）

通所

訪問

高齢者

高齢者サポーター、健康推進員、地区社会福祉協議会、
自治会、老人クラブ、ボランティアグループ、民間事業者等

「通いの場」（地域住民）

参加

参加

活動

心身機能

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）
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訪問型・通所型サービスA
に係る論点



訪問型・通所型サービスAの検討にあたって、以下の論点が考えられる。

• サービスの内容、緩和した基準として人員基準、報酬単価等について、
どのように設定するか。

⇒他市の事例

【訪問型サービスＡ】

生活援助サービスとし、従事者は「一定の研修を受講した者」でも可とし
て、報酬単価は回数に応じて設定。緩和基準に伴って、報酬単価は、訪
問介護相当サービスと比べて約７～９割程度に設定。

【通所型サービスＡ】

入浴・排泄等の介助が不要なケースの利用を想定し、看護職員や機能
訓練指導員の配置を緩和。設備基準については「サービスを提供するた
めに必要な場所（３㎡×利用定員以上）」としている。報酬単価は回数に
応じて設定。緩和基準に伴って、報酬単価は、通所介護相当サービスと
比べて約７～９割程度に設定。

訪問型・通所型サービスＡ創設に係る論点について①
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• 桑名市では、いわゆる「みなし指定」等を受けた従前の訪問介護・通所介
護に相当するサービス（以下、「相当サービス」）を平成29年度までとして
いる。

⇒他市の事例では、例えば通所介護で、看護師の必置を緩和する等の基
準を設けられているが、専門的な支援が必要なケースへの対応について
どのように考えるか。

• 訪問型・通所型サービスＡの創設によって、介護保険を「卒業」し、住民
主体のサービスへという流れを阻害しないか。

⇒自立支援の趣旨、「地域活動に『デビュー』する」という桑名市の地域包
括ケアシステムの趣旨から、住民主体のサービスを最優先に検討し、こ
の住民主体のサービスを何らかの理由により利用できない方については
、訪問型・通所型サービスAを検討するという優先順位をつけていく必要
があるか。
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訪問型・通所型サービスＡ創設に係る論点について②



• 訪問型サービスＡと現行の「えぷろんサービス」との関係や通所型サービ
スＡと現行の「健康・ケア教室」との関係など整理が必要ではないか。

⇒現行の「えぷろんサービス」及び「健康・ケア教室」は、住民主体のサービ
スと位置付けており、この位置づけを踏襲しながら、これらサービスの運
営方法や基準、訪問型・通所型サービスＡとのすみ分けなど検討していく
必要があるか。
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訪問型・通所型サービスＡ創設に係る論点について③
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【神奈川県小田原市資料】
相当サービスとの比較

参 考
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相当サービスとの比較

参 考
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【神奈川県小田原市資料】
相当サービスとの比較
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【神奈川県小田原市資料】
相当サービスとの比較
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